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1.  平成21年3月期第1四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第1四半期 88,731 ― 3,444 ― 3,529 ― 1,541 ―

20年3月期第1四半期 81,302 13.9 2,714 22.7 2,829 24.1 1,471 19.3

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第1四半期 13.81 ―

20年3月期第1四半期 13.19 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第1四半期 221,193 140,766 62.8 1,244.73
20年3月期 222,805 139,952 61.9 1,236.96

（参考） 自己資本   21年3月期第1四半期  138,854百万円 20年3月期  137,987百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 9.00 ― 9.00 18.00
21年3月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― 10.00 ― 10.00 20.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 180,000 ― 6,700 ― 6,600 ― 3,500 ― 31.38
通期 370,000 9.4 15,000 7.1 14,800 3.6 7,800 0.7 69.92

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

(注)詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧下さい。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

(注)詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧下さい。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

(1)上記予想は、本資料発表時点で入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因を前提に算出したものであり、実際の業績は異なる結果となる可能性
があります。なお、既に発表している数値と変更ありません。 
(2)当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号)及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第14
号)を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第1四半期  111,776,714株 20年3月期  111,776,714株

② 期末自己株式数 21年3月期第1四半期  223,530株 20年3月期  223,478株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第1四半期  111,553,152株 20年3月期第1四半期  111,554,093株
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【定性的情報・財務諸表等】 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

当社は、企業の物流業務をトータルでサポートする「システム物流（３ＰＬ：企業物流の包括的受託）」を

コアビジネスとしております。成長・拡大を続ける同市場において、システム物流のリーディングカンパニー

としての優位性を活かし、競合他社との差別化を鮮明に打ち出しつつ、事業構造改革・競争力強化を図ってお

ります。 

物流業界では、原油価格の高騰、環境等法規制の強化、企業間競争の激化など厳しい経営環境が続いており

ますが、当第１四半期における当社は、システム物流の新規受託の拡大などにより業績を拡大することができ

ました。また、グローバルシステム物流事業の強化を目的に昨年４月に行った国内外一貫物流体制への組織再

編により、グローバル案件の受託も着実に増加しております。 

国内物流事業では、幅広い顧客ニーズに適応した効率的なロジスティクスオペレーションを構築するととも

に、全体最適できめ細かなサービスの提供を図りました。 

当第１四半期においては、小売、情報･通信などの関連顧客向けの新規案件を立上げました。また、佐賀県、

埼玉県、千葉県においては、物流施設が新規に稼働し、東京都、愛知県、佐賀県では物流施設の建設に着手す

るなど、事業拠点の整備にも努めました。 

国際物流事業では、調達から販売まで国内外一貫受託するグローバルシステム物流事業を加速するなか、北

米・欧州・中国・アジアにおける事業基盤の強化を図るとともに、今後拡大が見込まれるインド・中東地区な

どでの営業に注力し、お客様のグローバル戦略に呼応した最適で高品質な物流システムの確立に努めました。 

当第１四半期においては、北米において、薄型テレビ事業が前年度から引続き景気低迷の影響などにより低

調に推移しましたが、物流施設の統廃合や新たな事業の柱とすべく自動車部品分野の強化を図るなど、事業構

造の改革に努めました。欧州においては、家電関連顧客向けに生産工場から欧州全域への配送業務を新規に立

上げるとともに、今年度から当社グループの連結会社となった東欧チェコのＥＳＡ社とのシナジー効果を発揮

すべく、東欧地域をはじめ欧州全域における新規事業の開拓に注力しました。中国では、アパレル関連顧客向

けに検品サービスなどを積極的に展開しました。アジアにおいては、生活関連顧客向けに工場発着の製品の輸

出入業務を新規に立上げました。 

その他事業では、自動車販売関連事業や旅行代理店事業が堅調に推移しました。 

 

これらの結果、当第１四半期の売上高は、システム物流事業が比較的堅調に推移したことや東欧チェコのＥ

ＳＡ社の連結化などにより８８７億３１百万円となりました。営業利益については、作業生産性の向上などに

より、３４億４４百万円となりました。経常利益は、３５億２９百万円、四半期純利益は、１５億４１百万円と

なりました。 
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２．連結財政状態に関する定性的情報 

（１）資産、負債及び純資産の状況 

当第１四半期末の総資産は、前連結会計年度末から１６億１２百万円減少し、２,２１１億９３百万円とな

りました。流動資産は受取手形及び売掛金が２０億１８百万円、預け金が２６億２４百万円減少したことなど

により３３億１９百万円減少いたしました。固定資産は有形固定資産が１７億７５百万円増加したことなどに

より１７億７百万円増加いたしました。 

当第１四半期末の負債合計は前連結会計年度末から２４億２６百万円減少し、８０４億２７百万円となりま

した。流動負債は未払法人税等が２１億８７百万円、その他の流動負債が１９億２１百万円減少したことなど

により２９億９４百万円減少いたしました。固定負債はその他の固定負債が８億円増加したことなどにより５

億６８百万円増加いたしました。 

当第１四半期末の純資産は、前連結会計年度末から８億１４百万円増加し、１,４０７億６６百万円となり

ました。この結果、自己資本比率は前連結会計年度末から０.９ポイント上昇し６２.８％となり、また１株当

たり純資産額は７円７７銭増加し１,２４４円７３銭となりました。 

 

（２）キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末から２

３億３７百万円減少し、３００億４９百万円となりました。 

当第１四半期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次の通りです。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、２０億１９百万円の収入となりました。この主な要因は、税金等

調整前四半期純利益３４億８８百万円、売上債権の減少額２２億５８百万円などによる資金の増加と、その

他の資産・負債の増減額２３億６百万円、法人税等の支払額４０億３百万円などによる資金の減少によるも

のです。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、３７億２百万円の支出となりました。この主な要因は、有形及び

無形固定資産の取得による支出３５億６２百万円などによる資金の減少によるものです。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、８億４５百万円の支出となりました。この主な要因は、配当金の

支払額１０億４百万円などによる資金の減少によるものです。 

 

３． 連結業績予想に関する定性的情報 

グローバルシステム物流事業の拡大基調のなか、国内外における新規案件の受託拡大などにより業績を更に

伸ばしてまいります。国内においては、佐賀県、埼玉県、千葉県などの物流センターが本格稼働するなど拠点

の拡充を図ってまいります。海外においては、傘下に収めた東欧チェコのＥＳＡ社の連結化などが業績に寄与

するとともに、今後市場の拡大が見込まれるインドや中東地区の事業基盤の拡充を図ってまいります。これら

の取組みなどにより、景気後退による影響を最小限に抑え、２００８年度通期計画を着実に達成してまいりま

す。 

なお、２００８年４月２４日に発表の第２四半期連結累計期間及び通期の業績予想に変更はありません。 
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４．その他 
 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

   該当事項はありません。 

 

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

  (簡便な会計処理の適用) 

  ①法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異

等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測

やタックスプランニングを利用する方法によっております。 

 

   (四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用) 

①税金費用の計算 

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算し

ております。 

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

  

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続・表示方法等の変更 

①四半期財務諸表に関する会計基準の適用 

「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号 平成19年３月14日)及び「四半期財務諸

表に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第14号 平成19年３月14日)を当第１四半期連

結会計期間から適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作

成しております。 

 

②たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更 

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として個別法による低価法によっておりました

が、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７

月５日）が適用されたことに伴い、主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

なお、この変更に伴う営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。 

 

③「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。 

なお、この変更に伴う営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。 
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④リース取引に関する会計基準の適用（借主側） 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会

第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年

４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったこと

に伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっ

ております。 

また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

  なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

  この変更に伴う営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。 

 

⑤リース取引に関する会計基準の適用（貸主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会

第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年

４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったこと

に伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっ

ております。 

  なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

  この変更に伴う営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。 
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５．【四半期連結財務諸表】

(１)【四半期連結貸借対照表】
　　　（単位：百万円）

当第1四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

　流動資産

　　現金及び預金 4,864 4,818

　　受取手形及び売掛金 68,940 70,958

　　商品 663 665

　　原材料 179 176

　　仕掛品 430 147

　　預け金 25,514 28,138

　　その他 7,318 6,289

　　貸倒引当金 △ 630 △ 594

　　流動資産合計 107,278 110,597

　固定資産

　　有形固定資産

　　　建物及び構築物（純額） 47,791 48,442

　　　土地 32,610 32,557

　　　その他（純額） 11,073 8,700

　　　有形固定資産合計 91,474 89,699

　　無形固定資産

　　　のれん 4,023 4,087

　　　その他 3,518 3,482

　　　無形固定資産合計 7,541 7,569

　　投資その他の資産 14,900 14,940

　　固定資産合計 113,915 112,208

　資産合計 221,193 222,805
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　　　（単位：百万円）

当第1四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

　流動負債

　　支払手形及び買掛金 26,417 25,692

　　短期借入金 1,331 942

　　未払法人税等 2,084 4,271

　　その他 22,142 24,063

　　流動負債合計 51,974 54,968

　固定負債

　　長期借入金 14,004 14,063

　　退職給付引当金 10,395 10,380

　　役員退職慰労引当金 573 761

　　その他 3,481 2,681

　　固定負債合計 28,453 27,885

　負債合計 80,427 82,853

純資産の部

　株主資本

　　資本金 16,803 16,803

　　資本剰余金 13,427 13,427

　　利益剰余金 108,258 107,721

　　自己株式 △ 175 △ 175

　　株主資本合計 138,313 137,776

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 408 306

　　為替換算調整勘定 133 △ 95

　　評価・換算差額等合計 541 211

　少数株主持分 1,912 1,965

　純資産合計 140,766 139,952

負債純資産合計 221,193 222,805
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（２）【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
　　（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年６月30日)

売上高 88,731

売上原価 80,173

売上総利益 8,558

販売費及び一般管理費 5,114

営業利益 3,444

営業外収益

　受取利息 59

　受取配当金 38

　持分法による投資利益 34

　その他 57

　営業外収益合計 188

営業外費用

　支払利息 85

　その他 18

　営業外費用合計 103

経常利益 3,529

特別利益

　固定資産売却益 10

　特別利益合計 10

特別損失

　固定資産売却損 5

　固定資産除却損 17

　事業拠点再構築費用 29

　特別損失合計 51

税金等調整前四半期純利益 3,488

法人税等 1,965

少数株主損失（△） △ 18

四半期純利益 1,541
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日

  至 平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税金等調整前四半期純利益 3,488

　減価償却費 2,118

　長期前払費用償却額 231

　のれん償却額 64

　退職給付引当金の増減額（△は減少） 15

　役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △ 188

　その他の引当金の増減額（△は減少） 36

　受取利息及び受取配当金 △ 97

　支払利息 85

　固定資産売却損益（△は益） △ 5

　売上債権の増減額（△は増加） 2,258

　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 293

　仕入債務の増減額（△は減少） 539

　その他の資産・負債の増減額 △ 2,306

　その他 47

　小計 5,992

　利息及び配当金の受取額 97

　利息の支払額 △ 67

　法人税等の支払額 △ 4,003

　営業活動によるキャッシュ・フロー 2,019

投資活動によるキャッシュ・フロー

　定期預金の預入による支出 △ 10

　定期預金の払戻による収入 10

　有形及び無形固定資産の取得による支出 △ 3,562

　有形及び無形固定資産の売却による収入 23

　長期前払費用の取得による支出 △ 134

　その他 △ 29

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,702

財務活動によるキャッシュ・フロー

　短期借入金の純増減額（△は減少） 394

　長期借入金の返済による支出 △ 47

　配当金の支払額 △ 1,004

　少数株主への配当金の支払額 △ 23

　その他 △ 165

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 845

現金及び現金同等物に係る換算差額 191

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 2,337

現金及び現金同等物の期首残高 32,386

現金及び現金同等物の四半期末残高 30,049
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　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号)及び「四半期財務諸表

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第14号)を適用しております。また、「四半期連結

財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

（４）継続企業の前提に関する注記

　当第１四半期連結会計期間（自　平成２０年４月１日 　 至　平成２０年６月３０日）

　　該当事項はありません。

（５）セグメント情報

 【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成２０年４月１日 　 至　平成２０年６月３０日）

国内物流 国際物流 消去又は

事    業 事    業 全    社

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

59,898 24,429 4,404 88,731 － 88,731

－ － 1,490 1,490 (1,490) －

59,898 24,429 5,894 90,221 (1,490) 88,731

4,828 286 293 5,407 (1,963) 3,444

（注） １．事業区分は、売上高集計区分によっております。

　　 ２．各事業区分の主な事業内容は下記の通りであります。

・システム物流事業〔国内〕

  (物流システム構築、情報管理、在庫管理、受発注管理、流通加工、物流センター運営、

  工場構内物流作業、輸配送など物流業務の包括的受託)

・一般貨物・重量品・美術品などの輸送・搬入・据付作業

・工場・事務所などの大型移転作業

・倉庫業、トランクルームサービス

・産業廃棄物の収集・運搬業

・システム物流事業〔国際〕

  (通関手続、陸上・海上・航空の輸送手段を利用した国際一貫輸送など物流業務の包括的

  受託)

・海外現地物流業務

・航空運送代理店業

・物流コンサルティング業

・情報システムの開発・設計業務

・情報処理の受託業務

・コンピュータの販売業務

・旅行代理店業務

・自動車の整備・販売・賃貸業務

・不動産賃貸業

・自動車教習事業

そ の 他 事 業

事 業 区 分

その他事業 計 連    結

    営  業  利  益

               計

     (2)セグメント間の内部売上高

        又は振替高

事            業             内            容

国 内 物 流 事 業

国 際 物 流 事 業

     (1)外部顧客に対する売上高

　　売　　上　　高
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 【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成２０年４月１日 　 至　平成２０年６月３０日）

（注） １．「その他の地域」に含まれるそれぞれの国又は地域の売上高が連結売上高の10％未満のため、国又は地域別の

　　記載を省略しております。

　　 ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

  　その他の地域・・・米国、オランダ、チェコ、スロバキア、中国、シンガポール、タイ等

 【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間（自　平成２０年４月１日 　 至　平成２０年６月３０日）

Ⅰ 海外売上高（百万円）

Ⅱ 連結売上高（百万円）

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）

（注） １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　 ２．各区分に属する主な国又は地域

  （1）欧州・・・オランダ、ドイツ、フランス、チェコ、スロバキア等

  （2）北米・・・米国、メキシコ

  （3）その他の地域・・・中国、シンガポール、タイ、マレーシア等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域に対する売上高であります。

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

 　当第１四半期連結会計期間（自　平成２０年４月１日 　 至　平成２０年６月３０日）

　　該当事項はありません。

2,563

－

2.9

計

12,860

88,731

14.5

3,531

－

4.0

北米

6,766

－

7.6

－

88,731

3,444

(2,293)

(2,293)

連    結
（百万円）

88,731

(1,963)

消去又は全社
（百万円）

－

2,293

91,024

5,407

（百万円）
計

88,731

42

76,027

1,311

日本
（百万円）

その他の地域
（百万円）

77,338

欧州 その他の地域

5,365

12,704

982

13,686

        又は振替高

               計

    営  業  利  益

　　売　　上　　高

     (1)外部顧客に対する売上高

     (2)セグメント間の内部売上高
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「参考資料」

（１）（要約）前四半期連結損益計算書

81,302

73,951

7,351

4,637

2,714

157

（ 受 取 利 息 ） （ 57 ）

（ 受 取 配 当 金 ） （ 32 ）

（ 持分法による投資利益 ） （ 20 ）

（ そ の 他 ） （ 48 ）

42

（ 支 払 利 息 ） （ 35 ）

（ そ の 他 ） （ 7 ）

2,829

-

83

（ 固 定 資 産 売 却 損 ） （ 5 ）

（ 固 定 資 産 滅 却 損 ） （ 57 ）

（ 事業拠点再構築費用 ） （ 21 ）

2,746

1,261

14

1,471

売 上 高

金　額（百万円）

自　平成19年４月 1日
至　平成19年６月30日

科　　目

前第１四半期連結累計期間

売 上 原 価

四 半 期 純 利 益

税金等調整前四半期純利益

法 人 税 等

特 別 利 益

少 数 株 主 利 益

特 別 損 失

経 常 利 益

営 業 外 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

売 上 総 利 益
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（２）セグメント情報

 【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成１９年４月１日 　 至　平成１９年６月３０日）

国内物流 国際物流 消去又は

事    業 事    業 全    社

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

59,115 18,029 4,158 81,302 － 81,302

－ － 1,404 1,404 (1,404) －

        又は振替高

59,115 18,029 5,562 82,706 (1,404) 81,302

4,400 △ 3 276 4,673 (1,959) 2,714    営業利益又は営業損失(△)

　　売　　上　　高

     (1)外部顧客に対する売上高

     (2)セグメント間の内部売上高

               計

計 連    結その他事業
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